
第１部 土地に関する動向

土地取引件数の推移

令和元年版土地白書について

第２章 平成時代における土地政策の変遷と土地・不動産市場の変化

 地価は、全用途平均は４年連続で上昇し、上昇基調を強め

ており、住宅地は２年連続、商業地は４年連続で上昇。

地価変動の推移

 全国の土地取引件数はほぼ横ばい。
いずれの圏域でもほぼ横ばいで推移。

第３章 人生100年時代を見据えた社会における土地・不動産の活用

テーマ章①

平成時代が終わり、令和時代が始まる機会を捉え、バブル期の地価高騰の抑制から、人口減少時代の空き地・空き家問題や所有者不明土地問題への対応まで、
平成時代における土地政策の変遷と土地・不動産市場の変化を総括。

第２部 土地に関して講じた施策 第３部 土地に関して講じようとする施策
・土地に関する基本理念の普及等 ・土地に関する情報の整備 ・地価動向の的確な把握等
・不動産市場の整備等 ・土地利用計画の整備・充実等 ・住宅対策等の推進
・土地の有効利用等の推進 ・環境保全等の推進 ・東日本大震災と土地に関する復旧・復興施策

テーマ章②

第１章 平成30年度の地価・土地取引等の動向

○土地基本法制定
｢土地についての公共の福祉優先｣、｢投機的取引の抑制｣等

の理念など

○土地取引の適正化
土地取引規制、土地関連融資規制、地価税など

○適正かつ合理的な土地利用の確保
住宅・宅地開発や都市再開発の推進、市街化区域内農地の
宅地化、工場跡地等の低・未利用地の利用促進など

バブル崩壊まで
～地価高騰の抑制と適正かつ合理的な土地利用の確保～

バブル崩壊から人口減少時代の始まりまで
～豊かで安心できる地域づくりを目指した土地の有効利用の実現～

○地価高騰抑制から土地の有効利用への土地政策転換
不良債権関連土地をはじめ低・未利用地の有効利用、密集
市街地整備、都心居住の推進など

○都市再生の推進、不動産証券化等の市場整備
・都市再生に係る事業への容積緩和、金融・税制等による支援
・不動産証券化手法の整備、Jリート市場開設など

○安全で質の高い生活基盤となる土地利用の実現
防災、環境配慮、バリアフリー化、景観形成など

人口減少時代の始まりから現在まで
～成長分野の土地需要への対応と土地の適切な利用・管理の推進～

○成長分野の土地需要に対応する環境整備
・Ｅコマース市場の拡大等に伴う物流施設需要など
・外国人旅行者の増加に伴う宿泊施設需要など

○コンパクトシティ形成や空き地・空き家対策の推進
まちなかへの都市機能等の誘導、空き家活用の促進など

○所有者不明土地問題への対応や土地の適切な利用・
管理の推進

所有者不明土地法の施行、土地基本法の見直しなど

高齢者が安心して暮らし、元気に活躍できる環境づくりに関する取組 多様な働き方やライフスタイルを後押しする取組

世界一の長寿社会における人生100年時代を見据え､高齢者が安心して暮らし､元気に活躍できる環境づくりや､多様な働き方･ライフスタイルの実現を後押しする
多様な土地･不動産活用の取組が進展

注：地方四市は、札幌市・仙台市・広島市・福岡市を指す
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1.1 1.5 2.0 0.5 0.7 1.0 3.3 3.9 5.1

東 京 圏 1.3 1.7 2.2 0.7 1.0 1.3 3.1 3.7 4.7

大 阪 圏 0.9 1.1 1.6 0.0 0.1 0.3 4.1 4.7 6.4

名古屋圏 1.1 1.4 2.1 0.6 0.8 1.2 2.5 3.3 4.7
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資料：法務省「法務統計月報」
注：地域区分は以下のとおり。
東 京 圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：愛知県、三重県
大 阪 圏：大阪府、京都府、兵庫県 地 方 圏：上記以外の地域

（万件）

（年）（平成）

資料：国土交通省「地価公示」

平成30年度 令和元年度
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【公示地価（住宅地・商業地）及びGDPの対前年変動率の推移】
(％)

資料：内閣府・国土交通省

(年)（昭和） （平成）

(％)全国平均：住宅（左軸） 全国平均：商業（左軸） GDPｰ国内総生産：支出側（右軸）

・土地基本法制定(H元)

・総合土地政策推進要綱(H３)

・新総合土地政策推進要綱(H９)

・人口減少時代へ

・緊急土地対策要綱(Ｓ62)・総合土地対策要綱(S63)

・不良債権問題、金融機関破綻・バブル崩壊

地価下落継続 バブル崩壊・景気低迷
地価上昇

不動産投資市場の活性化等

地価下落
リーマンショック

地価上昇
低金利やインバウンド等GDP:H21(最低)

▲5.4%

地価公示価格：H31全国平均
住宅地:117千円/㎡
商業地:557千円/㎡

地価高騰
バブル期

GDP:S63(最高)5.2%

地価公示価格：H３全国平均（最高価格）
住宅地: 306千円/㎡（H31比:約3倍）

商業地:2,155千円/㎡（H31比:約4倍）

【100歳以上人口と高齢者向け施設・住宅の動向】

・100歳以上人口は、20年間で
約７倍。(H10年:10,158人
⇒H30年:69,785人)

・高齢者向け施設・住宅が10年間で急増。
（｢有料老人ホーム｣H20～30で約４倍。｢サービス付

き高齢者向け住宅｣はH24～30で約３倍。）

○ 生涯現役を支える場の提供

高齢者向けレンタルオフィス（東京都中央区）

〔65歳以上の起業家の割合〕
10年間(H19⇒H29)で7.4ポイント上昇

（29.7% ⇒ 37.1%）

【高齢者が元気に活躍できる環境づくり】
○ 趣味・交流（園芸）の場の提供

高齢者向け市民農園（東京都中野区）

〔市民農園設置数〕

10年間(H19⇒H29)で約1.3倍

（3,273箇所 ⇒ 4,165箇所）

古民家を改装してつくられたオフィス(徳島県神山町)

○ サテライトオフィスの開設等による地方移住支援

〔地方部のサテライトオフィス等の開設数〕

H19～23(5年) ⇒ H24～28(5年)で約5倍

（25施設 ⇒ 128施設(アンケート調査)）

【多様な働き方やライフスタイルに関する動向】

・共働き世帯数(約1200万)が専業主婦世帯数(約640万)
を上回るなか、共働き･子育て世帯は職住近接ニーズ
(通勤60分以内)等が強い。

【多様な働き方やライフスタイルの実現を後押しする環境づくり】

・地方移住の相談(面談･セミナー参
加等)件数は､近年大幅に増加（直
近4年で約3.3倍）。

○ 職･育･住近接に向けた取組

都心に近く、駅に近接した子
育て支援施設併設の賃貸
マンション(千葉県柏市)→

〔保育の受け皿(保育所等の定員)〕

5年間(H25.4⇒H30.4)で53.5万人分拡大

（240.9万人分 ⇒ 294.4万人分）

←工場に併設された
事業所内託児施設
(愛知県豊田市)

土地の資産性に対する国民の意識

土地は預貯金や株式などに比べて有利な資産か
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平成5

そう思う どちらともいえない わからない そうは思わない

資料：国土交通省「土地問題に関する国民の意識調査」

（％）

（年度）

 ｢預貯金や株式などに比べて有利｣とする割合が低下傾向。


